
　　　　　　　　　　　　　　

これまでの主な取組（H24～R３）

結果の概要

調査の内容

集落実態調査の進め方について

中山間地域の50世帯未満の集落を対象に聞き取り調査(約1,560集落)とアンケート調査(約100集落)を実施

前回（H23）の調査結果を受け、集落活動センターの取組など中山間対策を抜本強化し、関連施策を推進してきたことにより、中山間対策は一定前進
一方、さらなる人口減少・高齢化の進展に伴い、産業や地域づくりの担い手不足や集落の活力の減退など、より一層深刻化する課題に対応するための新たな施策づくりを検
討することが必要

◇地域の実情や住民意識、思い等について前回調査からの経年変化の把握
◇これまで１０年間の中山間対策の取り組みの検証（集落活動センターや生活支援の効果など）
◇中山間地域の新たな課題やニーズの抽出と、それに対応するための新たな中山間対策の施策づくり

[参考]前回調査の概要(平成23年度)

○今後（おおよそ10年後）の集落の姿
　・衰退・消滅しているという悲観的な回答　75.1%
○地域に対する思い
　・集落への「愛着」「誇り」を感じる　93.0%
　・今後も地域に住み続けたい　　　76.7%

○中山間対策関連施策の強化
　・集落活動センターを核とした仕組みづくり（H24～R2:62か所）
　・生活環境の整備などの「生活を守る」取り組み、産業振興計画を
　 中心とした「産業をつくる」取り組みの２本柱で施策を展開

○庁内の推進体制の強化
　・中山間総合対策本部の本部長に知事が就任（H24.2～）
　・中山間対策を所管する部署の創設（H24～）
　・地域支援企画員（集落支援担当総括）の設置（H26～）

人口減少、高齢化の進行による様々な活動の後継者不足、生活へ
の不安、鳥獣による被害など、中山間地域の集落の課題が数字に
よって明確化
一方、人口減少や厳しい生活環境にも関わらず、地域への愛着と今
後も地域に住み続けたいという住民の思いを確認

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 R4年度～

①新しい中山間対策の基本方針や政策体系の構築
②県の予算への反映　※三段階で実施
→　集落活動センターの取組強化、地域の担い手となる人材
     の育成・確保、「生活を守る」「産業をつくる」取組の強化、
　　 地域づくりの強化　など
　[第１弾] 早急に対応するもの：R４予算に反映
　[第２弾] 最終報告を踏まえた対応：R4(補正)予算に反映
　[第３弾] 新たな施策の本格展開：R5予算に反映
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◆主な調査項目
〈集落活動〉
　○　集落の地域活動、共同作業、行事の状況
　○　集落の将来　　○　集落を活性化するための取り組み
　○　移住者の受け入れの意向
〈生活環境、安全・安心〉
　○　生活用品・飲料水・移動手段の確保、現状
〈産業振興〉
　○　集落の基幹産業の現状
　○　野生鳥獣による農林業被害の状況

　

◆主な調査項目
〈集落活動〉
　　　集落の実態や活動状況、集落の将来像、地域への誇り
　　　集落活動センターの認知度・期待、参画意向
　　　集落で今後取り組みたいこと、この地域に住んでよかったこと
　　　移住定住に向けた空き家確保対策

〈生活環境、安全・安心〉
　　　生活用品・飲料水の確保、現状
　　　移動手段の課題、自家用車以外の代替手段　
　　　デジタル技術の活用分野
　　　見守り活動、あったかふれあいセンターへの期待
〈中山間の産業づくり〉　　　　
　　　産業振興につながる資源、産業振興に必要なもの
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令和3年度集落実態調査の概要
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　　　　　　　　　　　　中山間地域の５０世帯未満の集落を対象に
聞き取り調査（1,359集落）とアンケート調査(109集落)を実施

令和４年度予算編成

結果を市町村にフィードバック
 ⇒ 地域活性化の戦略づくりに
　　　つなげる
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聞き取り調査への同行

施策のﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟを検討
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＜第１弾＞
　R４予算に反映

＜第２弾＞
　R４(補正)予算に反映

＜第３弾＞
　R5予算に反映

③各分野の連携強化と既存施策の融合
　→　既存施策を融合させ、より効果的な支援策へと強化
④市町村へのフィードバック　
　→　地域活性化の戦略づくり（市町村予算等への反映）
⑤国への政策提言
　→　中山間関連施策に関する予算の拡充、条件不利地域の
　　　 生活環境・経済活動等における規制の緩和、中山間地域
       の資源が持つ公益的機能の評価　など
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